
第３章 防  災  組  織 

 

第１節 防 災 本 部 

 石油コンビナート等災害防止法に基づき、広島県及び岡山県は、それぞれに石油コンビナート

等防災本部を常設する。 

 防災本部の組織及び所掌事務は、次に定めるところによるものとする。 

第１ 組   織 

 防災本部の組織は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 所 掌 事 務 

 防災本部の所掌事務は次のとおりである。 

１ 平常時における事務 

（1）防災に関する調査研究を推進すること。 

（2）防災に関する情報を収集し、これを関係者に伝達すること。 

（3）その他特別防災区域に係る防災に関する重要な事項の実施を推進すること。 

２ 災害時における事務 

（1）防災に関する情報を収集し、これを関係者に伝達すること。 

（2）防災関係機関及び特定事業所が、この計画に基づいて実施する災害応急対策及び災害復旧

に係る連絡調整を行うこと。 

本 部 長 

（知 事） 

（本部長に事

故等があると

きは、副知事を

職務代理者と

する） 

本     部     員 

１号 特定地方行政機関の長 

２号 陸上自衛隊第 13 旅団長・中部方面特科連隊第３大隊長 

３号 両県警察本部長 

４号 県関係部局の部局長 

５号 関係市町長 

６号 関係市町と隣接する市町のうち知事が指定する市町長 

７号 関係消防機関の消防長 

８号 特定事業所の代表者 

９号 知事が必要と認めて任命する者 

幹 

事 

 

事  務 

広 島 県 消 防 保 安 課 又 は 岡 山 県 消 防 保 安 課 

（ただし、広島県においては、県災害対策本部が設置されたときは当該災

害対策本部事務局総括班が行う。） 
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（3）石油コンビナート等現地防災本部（以下「現地本部」という。）に対して、災害応急対策

の実施に関し必要な指示を行うこと。 

（4）関係特定地方行政機関を除く国の行政機関及び他の都道府県との連絡を行うこと。 

（5）その他特別防災区域に係る防災に関する重要な事項の実施を推進すること。 

 

第２節 防災本部協議会 

 石油コンビナート等災害防止法に基づき、広島県及び岡山県は、石油コンビナート等防災本部

の協議会を常設する。 

 防災本部協議会の組織及び所掌事務は、次に定めるところによるものとする。 

第１ 組    織 

 防災本部協議会の組織は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 所 掌 事 務 

 防災本部協議会の所掌事務は次のとおりである。 

１ 平常時における事務 

（1）石油コンビナート等防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

（2）その他、福山・笠岡地区特別防災区域に係る防災に関する重要な事項の実施を推進するこ

と。 

２ 災害時における事務 

（1）防災関係機関及び特定事業所が、この計画に基づいて実施する災害応急対策及び災害復旧

に係る連絡調整を行うこと。 

（2）その他、福山・笠岡地区特別防災区域に係る防災に関する重要な事項の実施を推進するこ

と。 

会   長 

（知 事） 

（会長に事故

等があるとき

は、副知事を職

務代理者とす

る） 

委           員 

１号 特定地方行政機関の長 

２号 陸上自衛隊第 13 旅団長・中部方面特科連隊第３大隊長 

３号 両県警察本部長 

４号 両県関係部局の部局長 

５号 関係市長 

７号 関係消防機関の消防長 

８号 特定事業所の代表者 

幹 

事 

事  務 広 島 県 消 防 保 安 課 又 は 岡 山 県 消 防 保 安 課 
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第３節 現地本部の設置 

 特別防災区域に係る災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、有機的な連携の

もとに、緊急に円滑かつ効果的な防災活動を実施するために設置する現地本部の設置基準、組織

及び所掌事務については、次に定めるところによるものとする。 

第１ 設 置 

 現地本部は、現地において緊急かつ統一的な防災活動を実施するため、防災本部長が特に必

要があると認めるときに設置するものとする。 

第２ 設 置 場 所 

 現地本部は、発災現場の所在する市の事務所に置くものとする。 

第３ 組 織 

 現地本部は、次の者をもって構成する。 

１ 現地本部長 発災現場の所在する市の市長 

２ 現地本部員 防災本部長が必要と認める当該県防災本部本部員 

３ 防災関係者 防災本部長が必要と認める防災関係者 

第４ 所 掌 事 務 

 現地本部は、防災本部及び防災本部協議会の事務のうち次の事務を行うものとする。 

１ 情報の収集、分析及び伝達 

２ 防災関係機関及び特定事業者が実施する災害応急対策に係る連絡調整 

３ その他防災本部及び防災本部協議会の指示する事項 

第５ 廃 止 

 防災本部長は、当該災害の拡大の危険が解消し、又は災害応急対策がおおむね完了し、現地

本部の設置の必要がなくなったと認めるときは、現地本部長の意見を聴き、廃止するものとす

る。 

第６ 設置及び廃止の連絡 

 防災本部長は、現地本部の設置を決定したときは、防災本部本部員に対しその旨を直ちに通

知するものとする。 

 また、廃止を決定したときにおいても同様とする。 

 なお、現地本部設置の通知を受けた現地本部員は、速やかに設置場所に集合するものとする。 

第７ そ の 他 

１ 現地本部員は、必要に応じ、その属する機関の職員を連絡員として現地本部に派遣し、現

地本部の事務補助に従事させるものとする。 

２ その他、現地本部の設置に関し必要な事項は、その都度防災本部長が定めるものとする。 
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第４節 防災関係機関及び特定事業所の組織及び動員計画 

 防災関係機関及び特定事業者は、特別防災区域に係る災害に対処するため、それぞれの掌握す

る業務又は業務が的確かつ円滑に実施できるよう必要な防災組織を整備し、所要要員の動員及び

配備体制に万全を期するものとする。 

 防災組織の整備に当たっては、次の事項に留意するものとする。 

１ 組織の編成及び所掌事務を明確にし、常に現状に即したものに維持改善すること。 

２ 責任体制、指揮命令系統を明確に配備すること。 

３ 災害の種類、態様に応じた動員、配備等の基準を定めること。 

４ 夜間、休日等の連絡及び動員計画体制を整備すること。 

第１ 特定地方行政機関 

１ 中国四国管区警察局 

 大規模な災害に備え、災害警備本部の設置、編成及び任務分担、職員の参集及び召集その

他災害警備活動に必要な事項について定めておくものとする。 

２ 中国四国産業保安監督部 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合等において、災害対策を円滑に実施するた

め、その所掌事務に係る災害応急・復旧対策を総合的に講じる必要があると認めるとき等に

は、災害対策本部を設置する。 
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〔中国四国産業保安監督部〕 
          

  経済産業省 

  産業保安グループ 
     

  指示    ↑      
   ↓   報告      
  中国四国産業保安監督部      

   
災害対策本部 

    本部長 ：部長 

    副本部長：産業保安監督管理官 

    本部員 ：防災委員会委員（各課長）及び防災担当職員の 

        中から本部長の指名する者 

（任務） 

次に掲げる事務を行う。 

 ア 法令又は計画及びこの要領に定めるところにより、各課が 

  実施する災害応急・復旧対策に関する事務の総合調整及び連 

  絡に関すること 

 イ 災害に関する情報の収集及び連絡に関する事務を総括する 

  こと 

 ウ その他各課が実施する災害応急・復旧対策を推進すること 

    中国経済産業局 

 災害対策本部 

  本部長：局 長 

  （総務企画部総務課） 

 

     情報連絡  

        

             

    

災害対策本部事務局 

    事務局長：管理課長 

    事務局員：防災委員会委員及び本部長が指名する者 

（任務） 

災害対策本部の事務の円滑な遂行 

     

                

 

 
防災に関する事務の分掌（災害一般） 

事項 担当課室 

災害対策業務体制整備 本部体制 管理 

防災業務検討体制 防災委員会 管理 

情報連絡体制 部内各課間 

自治体 

関係省庁地方支部局 

民間事業者等 

対外広報 

管理 

関係各課、管理 

関係各課、管理 

関係各課 

関係各課、管理 

ライフライン 電力 

都市ガス 

ＬＰガス 

熱供給 

電力安全 

保安 

保安 

保安 

産業保安 高圧ガス 

石油コンビナート 

火薬類 

鉱山 

保安 

保安 

保安 

鉱山保安、鉱害防止 

被災産業調査・支援 

 

企業防災対策 

 

防災訓練 

全体調整 

個別対応 

全体調整 

個別対応 

管理 

関係各課 

管理 

関係各課 

管理 
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３ 第六管区海上保安本部 

 特別防災区域及びその周辺において海上に係る災害が発生し、又は発生するおそれがある

場合は、その災害の発生海域、災害の規模に応じ、尾道海上保安部、福山海上保安署（福山

地区）、水島海上保安部、福山海上保安署（笠岡地区）又は第六管区海上保安本部において所

要の体制で対処する。 

 なお、油等が著しく大量に流出した場合における流出油等の防除措置については、海洋汚

染等及び海上災害の防止に関する法律による海上保安庁長官の作成した瀬戸内海東部海域排

出油等防除計画に基づいて実施する。 

４ 広島労働局 

 災害発生等について把握した際は、重大災害発生時の緊急措置要綱に基づき災害調査班を

被災現場に派遣し、災害発生状況等の調査を実施するとともに必要な対策を講ずるものとす

る。 

 また、必要に応じ災害対策本部設置要綱に基づき、次の組織を設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

災 

害 

対 

策 

本 

部 

の 

組 

織 

同 
 

 

構 
 

 

成 

本 部 長  局  長 

総務担当副部長＝総務部長 

調査等担当副本部長＝労働基準部長 

本 部 員 

 調 査 班 班長 健康安全課長 

      班員 主任地方産業安全専門官又は主任地方労働衛生専門官及び調査班長の指

名する者 

 監 督 班 班長 監督課長 

      班員 主任地方労働基準監察監督官及び監督班長の指名する者 

 補 償 班 班長 労災補償課長 

      班員 労災管理調整官及び補償班長の指名する者 

 総 務 班 班長 総務課長 

      班員 総務課長補佐及び総務班長の指名する者 

 報 道 班 班長 雇用環境改善・均管推進監理官 

      班員 雇用環境・均等室長補佐及び報道班長の指名する者 

本 部 長 

副 本 部 長 
総 務 担 当 

副 本 部 長 
調 査 担 当 

総 務 班 

報 道 班 

調 査 班 

監 督 班 

補 償 班 

所轄労働基準監督署 
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５ 岡山労働局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 中国地方整備局 

 災害発生した場合においては、必要に応じて当該所轄事務所等が災害対策本部を設置し、

災害の状況を調査するとともに、これに対処するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本 

部 

長 

局 

長 

調査隊長     笠岡労働基準監督署長 

 

調査隊員 

 岡山労働局 

専門監督官 

産業安全専門官 

労働衛生専門官 

笠岡労働基準監督署 

     監督・安衛課長  ほか 

対   策   本   部 現   地   調   査   隊 

副 本 部 長   労働基準部長 

 

 本部員 

  監督課長 

  健康安全課長 

労災補償課長 

  主任労働衛生専門官 

主任監察監督官 

監察監督官 

    

   

副本部長 本部長 

防災技術センター 

総 括 室 

総 務 室
 

建 政 室 

河 川 室 

道 路 室 

港 湾 空 港 室 

営 繕 室 

用 地 室 

支部（岡山国道事務所） 

支部（福山河川国道事務所） 

支部（宇野港湾事務所） 

支部（広島港湾・空港整備事務所） 

企 画 室 
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第２ 自衛隊 

 災害派遣要請者からの要請に基づき、自衛隊の運用計画の定めるところにより、災害派遣部

隊を編成して被災地に派遣し、必要な防災活動を実施するものとする。 

第３ 県 

１ 広島県 

広島県は、広島県災害対策運営要領に定めるところにより、次の体制で対処するものと  

する。 

（１）防災体制  

特別防災区域内で災害が発生した場合、又はそのおそれがある場合には、その状況によ

り「注意体制」、「警戒体制」及び「非常体制」の３体制に分けて災害応急対策を実施する。 

体 制 体制の概要 

注意体制 ・ 消防保安課が主体的に、関係課、総務事務所（支所）及び関係地方機関とと

もに対応する。 

・ 業務内容は、主として情報収集及び連絡活動とする。 

警戒体制 ・ 危機管理監が主体的に関係局（部）、総務事務所（支所）及び関係地方機関

とともに対応する。 

・ 業務内容は、主として情報収集、連絡活動、災害予防及び災害応急措置とす

る。 

非 常 体

制 

・ 知事を本部長とする災害対策本部及び、地域危機管理監を支部長とする災害

対策支部を設置して全庁的に対応する。 

・ 業務内容は、主として情報収集、連絡活動、災害予防及び災害応急措置とす

る。 

   

（２）各体制の設置判断基準 

次の判断基準により各体制を執る。 

体制 判断基準 体制の決定 

注意体制 ・ 危険物、高圧ガス及び毒劇物（以下「危険物等」という。）

の漏えい、火災又は爆発等の事故が発生又は発生のおそれが

ある場合であって、相当の被害が予想されるとき。 

消防保安課長が

必要と認めたと

き。 

警戒体制 ・ 危険物等に係る次の事故で、県内の消防力等で対応が可能

な場合 

①多数の死傷者が生じたとき又はそのおそれがあるとき。 

②甚大な物的被害が生じたとき又はそのおそれがあるとき。 

③危険物等が公共用水域へ大量に流出したとき又はそのお

それがあるとき。 

危機管理監が必

要と認めたと

き。 

非常体制 ・ 警戒体制の欄に掲げる事故が発生し、現に甚大な被害があ

って拡大するおそれがあるとき、又は県内の消防力等のみで

は対応できないと予測されるとき。 

・ 災害が特別防災区域を越えて、周辺地域へ拡大するおそれ

がある場合 

総合的な対策を

講ずるため、特

に知事が必要と

認めたとき。 

 

（３）各体制における組織 

各体制における関係機関は次のとおりとする。 
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区分 関 係 部 署 名 

注
意
体
制
・
警
戒
体
制 

（本 庁） 

危機管理監 公共交通政策課 

環境保全課 産業廃棄物対策課        

薬務課   商工労働総務課 

水産課   道路河川管理課 

港湾振興課   都市計画課 

都市環境整備課 

（地方機関） 

（福山・笠岡地区災害時） 

東部（総務事務所、厚生環境事務所・保健所福山

支所、農林水産事務所、建設事務所） 

 

 

非
常

体
制 

 

 全庁的体制とする。 

 

（４）注意体制における応急対策 

   注意体制においては、次の業務のほか、災害の状況に応じて必用な防災活動を行う。 

区 分 業    務 

本 

 

庁 

消防保安課 

 消防関係機関、関係課及び総務事務所（支所）と情報交換を行う。 

 把握した被害状況を取りまとめる。 

 危機管理監等に把握した状況を報告する。 

 課内の配備要員の増員その他体制の強化を行う。 

関係課 

 関係地方機関等からの情報収集を行う。 

 被害状況等を消防保安課に報告する。 

 課・室内の配備要員の増員その他体制の強化を行う。 

地
方
機
関 

総務事務所 

（支所） 

 所管区域内の被害状況等を取りまとめる。 

 所管区域内の被害状況等を関係地方機関に情報提供する。 

 必要に応じて消防保安課長に報告する。 

 所内の配備要員の増員その他体制の強化を行う。 

関係地方機関 

 所管区域内の被害状況等を把握するとともに、市町等の防災関係

機関からの情報収集を行う。 

 被害状況等を総務事務所（支所）及び関係課に報告する。 

 所内の配備要員の増員その他体制の強化を行う。 

 

（５）警戒体制における応急対策 

警戒体制においては、次の業務のほか、災害の状況に応じて必用な防災活動を行う。 

区 分 業    務 

本 

 

庁 

危機管理監 

 市町・消防等の防災関係機関、関係課及び総務事務所（支所）と

情報交換し、防災対策について協議する。 

 各課・室等の被害状況を取りまとめる。 

 関係課・室長及び地域危機管理監、関係地方機関の長に対して、

防災体制及び防災対策について助言又は指示する。 

 広島県石油コンビナート等防災本部構成機関との連絡及び調整

を行う。 

 被害状況等を知事及び副知事等に報告する。 

 非常体制への移行を知事に進言する。 

 監内の配備要員の増員その他体制の強化を行う。 

関係課 

 関係地方機関等と情報交換し、防災対策について協議する。 

 被害状況等を危機管理監に報告する。 

 課内の配備要員の増員その他体制の強化を行う。 
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地

方

機

関 

総務事務所 

（支所） 

 所管区域内の被害状況等を取りまとめる。 

 所管区域内の被害状況等を関係地方機関に情報提供する。 

 必要に応じて、被害状況等を危機管理監に報告する。 

 必要に応じて、関係地方機関による応急対策実施を総合調整す

る。 

 所内の配備要員の増員その他体制の強化を行う。 

関係地方機関 

 所管区域内の被害状況等を把握するとともに、市町等の防災関係

機関からの情報収集を行う。 

 被害状況等を総務事務所（支所）及び関係課に報告する。 

 所内の配備要員の増員その他体制の強化を行う。 

 

（６）非常体制における応急対策 

非常体制においては、｢広島県災害対策運営要領｣による災害対策本部を設置し、災害対

策の推進に関し、総合的かつ一元的体制を確立するとともに、広島県石油コンビナート等

防災本部及び広島県防災会議と密接な連携のもとに災害予防及び災害応急対策を実施する

ものとする。 

区  分 役    割 

本部長（知事）  災害対策本部の事務を統括し、本部職員を指揮監督する。 

副本部長（危機管

理監担当副知事） 

 本部長を補佐する。 

総括部長・ 

事務局長 

（危機管理監） 

 本部長及び副本部長を補佐し、必要な防災対策及び防災体制につ

いて進言する。 

 災害対策を総括指揮する。 

 災害対策本部事務局の事務を総括する。 

 災害応急対策に係る防災関係機関との調整を行う。 

 防災関係機関との合同対策会議を開催する。 

 状況に応じて、災害対策本部・支部体制を拡大又は縮小すること

ができる。 

 事案及び状況に応じて、危機管理センターで配備する班の数を増

減することができる。 

 効果的な応急対策を講じるため、状況に応じて関係実施部各班員

をメンバーとしたチームを危機管理センターに設置することが

できる。 

災 害 対 策 本 部 員

（実施部部長） 

 本部長の命を受け、災害対策本部に設置する部の事務を総括する。 

班 長  部長の下、班の事務を総括する。 

 副班長を定め、班員の処理すべき事務を指示する。 

事務局班員 

 事務局総括班及び情報連絡班は、危機管理センターに配備して各

班の分掌事務に従事する。 

 事務局のその他の班は各執務室で各班の分掌事務に従事する。 

実施部班員 

 各執務室で各班の分掌事務に従事する。 

 必要に応じて、危機管理センターに配備して、関係班間の応急対

策の調整事務に従事する。 

 「災害対策本部設置時の各種情報伝達経路等」により、それぞれ

の分掌事務に関する災害情報の収集に努めるものとし、収集した

情報は直ちに情報連絡班及びその他の関係班に伝達する。 
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２ 岡山県 

（1）防災組織配備基準 

 岡山県は、岡山県石油コンビナート等災害対策要綱の定めるところにより、次の体制で対

処するものとする。 

ア 第一次防災体制 

災害種別 一般的基準 内     容 

火災爆発 消防保安課 

環境管理課 

医薬安全課（毒劇物に係る場合） 

備中県民局 

備中保健所（毒劇物に係る場合） 

備中県民局井笠地域事務所 

特に関係のある部課の職員の少数人数

を配備し各部課であらかじめ定めた災

害応急対策措置要領等に基づく防災活

動を実施し状況によってはさらに高度

の配備に迅速に移行し得る体制とす

る。 

有 害 ガ ス

漏  洩 

消防保安課 

環境管理課 

医薬安全課（毒劇物に係る場合） 

備中県民局 

備中保健所（毒劇物に係る場合） 

備中県民局井笠地域事務所 

流 出 油 消防保安課 

環境管理課 

水産課 

港湾課 

医薬安全課（毒劇物に係る場合） 

備中県民局 

備中保健所（毒劇物に係る場合） 

備中県民局井笠地域事務所 

 

イ 第二次防災体制 

災害種別 一般的基準 内     容 

第一次防

災体制に

同じ 

第一次防災体制に加え災害等

の状況に応じ、主管部長又は備

中県民局長が配備を命ずる部

課等並びに危機管理監から配

備要請があった部課及び出先

機関 

第一次防災体制に加え災害等の状

況の推移に伴い直ちに総合防災体

制に切り替え得る体制とする。 

 

ウ 総合防災体制 

 岡山県石油コンビナート等防災計画に基づき現地本部に必要な人員を配備し、現地本部業

務を行う他、岡山県総合防災体制により災害対策を実施する。 

（2）防災本部の活動体制 

ア 一般的な活動 

① 防災本部長は、各防災体制に応じ、本部運営に従事する職員（原則として岡山県消防
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保安課職員）を配置する。 

② 防災本部長は、防災本部の業務を実施するため必要に応じ防災本部員を召集する。 

③ 防災本部の業務の円滑な運営を図るため必要に応じて「本部室」及び「現地本部」を

設置する。 

イ 地震時の初期活動 

① 岡山県南部において、震度４以上を観測する地震が発生した時は、直ちに被害情報の

収集・伝達にあたる。なお、地震発生が勤務時間外の場合は、地震情報（テレビ・ラジ

オ等）により初動班員が、勤務課所に自主参集し、活動を開始する。 

② 岡山県南部において、震度５強以上を観測する地震が発生した時は、災害対策本部の

設置場所に併せて「本部室」を設置する。 

③ 地震により事故、災害が発生した場合の活動は一般的な活動によるものとする。 

（3）本部室 

ア 構成 

 本部室は岡山県消防保安課職員を中心として、本部連絡員及び関係機関より派遣された

情報連絡員で構成する。 

イ 業務 

① 防災本部の運営に関すること。 

② 情報の収集、とりまとめ及び伝達に関すること。 

③ 現地本部との連絡調整に関すること。 

④ 国及び他県に対する連絡に関すること。 

⑤ 自衛隊災害派遣要請に関すること。 

⑥ その他防災本部長が必要と認める事項 

ウ 情報連絡員の設置 

 本部室が設置された場合において、防災本部長は必要に応じ関係機関に情報連絡員の派

遣を要請し、必要な業務にあたらせる。 

第４ 県 警 察 

 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合においては、各県警察は必要により所要の警

備体制を確立して、一連の災害警備活動を実施するものとする。 
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第５ 関 係 市 等 

１ 福山市 

 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合においては、その状況に応じて災害対策本 

部を設置し対処するものとする。 

 

 

 

 

 

統括班 
参謀部 

通信部 

  

総務班 

庶務部 

機動部 

協力部 

 

情報班 
集約部 

広報部 

 

技術班 

庶務部 

受信部 

第１技術部 

第２技術部 

 

調査班 調査部 

 

福祉班 

避難部 

食糧部 

救護部 

病院部 

 

事後対応班 事後対応部 

 

教育委員会班 

庶務部 

施設部 

学校部 

学校保健部 

 

支部班 

庶務部 

松永支部 

北部支部 

東部支部 

神辺支部 

鞆支部 

新市支部 

沼隈支部 

 

上下水道班 上下水道部 

 

消防班 消防部 

   

福山市消防団 

本 部 員 

(各局長等) 

本部長 

(市長) 

副本部長 

(両副市長) 

(上下水道 

 事業管理者) 
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引   野   分   団 
蔵   王   分   団 
千   田   分   団 
御   幸   分   団 
大  津  野  分  団 
春   田   分   団 
坪   生   分   団 
加   茂   分   団 
広   瀬   分   団 
山   野   分   団 
芦  田  東  分  団 
芦  田  中  央 文  団 
芦  田  西  分  団 
駅   家   分   団 
宜   山   分   団 
近   田   分   団 
服   部   分   団 
法  成  寺  分  団 
東     分     団 
西     分     団 
南     分     団 
霞     分     団 
樹   徳   分   団 
川   口   分   団 
手   城   分   団 
深   津   分   団 
箕   島   分   団 
山   郷   分   団 
津  之  郷  分  団 
赤   坂   分   団 
瀬   戸   分   団 
熊   野   分   団 
水   呑   分   団 
田   尻   分   団 
鞆     分     団 
走   島   分   団 
東   村   分   団 
本   郷   分   団 
神   村   分   団 
柳   津   分   団 
金   江   分   団 
藤   江   分   団 
松   永   分   団 
高   西   分   団 

 

第 １ 方 面 隊 長 
（消防団副団長） 

第 ２ 方 面 隊 長 
（消防団副団長） 

第 ３ 方 面 隊 長 
（消防団副団長） 

第 ４ 方 面 隊 長 
（消防団副団長） 

第 ５ 方 面 隊 長 
（消防団副団長） 

統 

監 

副 

本 

部 

長
（
消
防
団
長
） 

統 

監 

本 

部 

長 
 

（
消
防
局
長
） 

第 ６ 方 面 隊 長 
（消防団副団長） 

第 ７ 方 面 隊 長 
（消防団副団長） 

第 ８ 方 面 隊 長 
（消防団副団長） 

内    海   分    団      
山    南    分    団  
常    石     分     団 
千    年     分    団 
能     登    原   分    団 
常     金    丸   分    団 
網    引   分    団 
新    市   分    団 
戸    手   分    団 
神    辺   分   団 
御   野   分    団 
竹   尋   分    団 
湯   田   分    団 
中   条   分   団 
道   上   分   団 
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２ 福山地区消防組合消防局                   

 

（令和 6 年 4 月 1 日現在） 

ア 組織 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

イ 出動体制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総
務
部
長
・
警
防
部
長 

庶  務  班（総務課長） 
（企画管理担当課長） 

予  防  班（予防課長） 

警  防  班（警防課長） 
（警防司令官） 

救   急   班（救急課長） 

指  令  班（指令課長） 

南 消 防 署 班（南消防署長） 

北 消 防 署 班（北消防署長） 

西 消 防 署 班（西消防署長） 

東 消 防 署 班（東消防署長） 

水 上 消 防 署 班（水上消防署長） 

芦 品 消 防 署 班（芦品消防署長） 

深 安 消 防 署 班（深安消防署長） 

府 中 消 防 署 班（府中消防署長） 

福山地区消防 

組 合 管 理 者  
消 防 局 長 

南消防署隊 
南署鞆出張所隊 
南署瀬戸出張所隊 

北消防署隊 
北署駅家分署隊 

東消防署隊 
西消防署隊 

西署沼隈内海出張所隊 
西署今津出張所隊 

水上消防署隊 
芦品消防署隊 
深安消防署隊 

深安署安田出張所隊 
府中消防署隊 

府中署小塚出張所隊 

南 消 防 署 長 
 
 
北 消 防 署 長 
 
東 消 防 署 長 
西 消 防 署 長 
 
 
水上消防署長 
芦品消防署長 
深安消防署長 
 
府中消防署長 

（
消
防
局
長
） 

統 

監 

本 

部 
長 

（
警
防
部
長
） 

（
総
務
部
長
） 

統

監

副

本

部

長 

 

総務課 

 

予防課 

 

警防課 

 

救急課 

 

指令課 
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３ 笠岡市 

 災害が発生し、または発生するおそれがある場合において、災害予防及び災害応急対策を

実施するため状況に応じて災害対策本部を設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危機管理部 

 

政策部 

  

総務部 

  

市民生活部 

  

健康福祉部 

  

こども部 

 

建設部 

 

産業部 

 

上下水道部 

 

会計管理部 

 

市民病院部 

教育部 

協力部（部長：議会事務局長） 

 （議会事務局、監査委員事務局、選挙管理委員会事務局） 

消防団 

  

現地対策本部 

副本部長 

(副市長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(消防団長) 

 

 

 

本部長 

(市長) 
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４ 笠岡地区消防組合消防本部 

ア 組織 

   笠岡地区消防組合管理者   消防長   次長     庶 務 班（消防総務課） 

広 報 班（予防課） 

警 防 班（警防課） 

指 令 班（通信指令課） 

笠岡消防署班（笠岡消防署） 

北出張所班（北出張所） 

鴨方消防署班（鴨方消防署） 

寄島出張所班（寄島出張所） 

 

 

イ 出勤体制 

   本部長（消防長） 

 

副本部長（次長） 

 

消防総務課 

予 防 課 

警 防 課 

通信指令課 

 

笠岡消防署長      笠岡消防署隊 

北出張所隊 

 

鴨方消防署長      鴨方消防署隊 

寄島出張所隊 
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第６ 関係公共機関 

１ 中国経済産業局 

 災害が発生した場合において、災害の状況を把握し、適切な災害応急対策を実施する必要

があると認めるときは、必要な措置を講じるとともに、状況に応じて次の災害対策本部を設

置し対処するものとする。 

[中国経済産業局] 
      

管轄区域において、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合等において、局の所掌

事務に係る災害応急・復旧対策を総合的に講じる必要があると認めるとき等には、災害の種

類及び程度に応じて災害対策本部を設置する。 
         

 災害対策本部 （災害時等必要に応じて設置）  

 
 

 

 本部長： 局長  

 
  

 

 副本部長： 総務企画部長、地域経済部長、産業部長、資源エネルギー環境部長の

うちから本部長が指名 

 

  

  

 本 部 員： 各部部長、次長、電源開発調整官及び防災委員会委員のうちから本部

長が指名 

 

  

  

 事 務 局： 防災委員会委員長、副委員長、委員、本部長が指名する者  

  

 所掌事務： ア 法令又は計画等に定めるところにより、各部課が実施する災害応

急・復旧対策に関する事務の総合調整及び連絡に関すること 

イ 災害に関する情報の収集及び連絡に関する事務を総括すること 

ウ その他各部課が実施する災害応急・復旧対策を推進すること 

               （庶務：総務企画部総務課） 

 

  

  

  

  
    
         
 防災委員会 （常設）  
   
 委 員 長： 総務課長  

 
  

 

 副委員長： 参事官（広報・防災担当）  

  

 委  員： 総務課、参事官（広報・防災担当）、会計課、企画調査課、地域経済

課、産業振興課、資源エネルギー環境課等の職員のうちから、委員長

が指名  

 

  

 所掌事務： ア 要領の作成及び見直し 

イ 防災訓練の実施等の災害予防対策 

ウ 参集基準の作成及び見直し 

エ 発災時における参集等の初動体制の確立 

オ 本省、中国四国産業保安監督部及び他省庁地方支分部局等の防災 

担当者との連絡調整 

カ その他防災の推進に関すること 

               （庶務：総務企画部総務課） 
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２ 西日本電信電話株式会社中国支店・岡山支店 

 災害発生の場合は、状況に応じて中国支店・岡山支店に災害対策本部を設置し、緊急通信

の確保と応急対策を実施する。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

３ 中国電力株式会社・中国電力ネットワーク株式会社 

 災害発生の場合は、状況に応じて、福山地区にあっては中国電力㈱及び中国電力ネットワ

ーク㈱の両社の本社及び中国電力ネットワーク㈱広島ネットワークセンターに、笠岡地区に

あっては、中国電力ネットワーク㈱岡山ネットワークセンター及び中国電力㈱岡山支社に、

それぞれ対策本部を設置して情報連絡に当たるとともに、対策要員を出動させ応急対策を実

施する。 

災害対策本部 
（岡山支店） 

災害対策本部 
（中国支店） 

お

客

様

対

応

班 

広
報
班
・
総
務
厚
生
班 

設

備

サ

ー

ビ

ス

班 
お

客

様

受

付

班 

情報統括班 情報統括班･情報連携班 

 

連携 

設

備

サ

ー

ビ

ス

班 

広

報

・

総

務

厚

生

班 

お

客

様

対

応

班 
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本社災害対策本部及び支社災害対策室 

・福山地区 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ・笠岡地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

報 道 班 

総 本 部 長 

災害対策総本部（中国電力㈱・中国電力ネットワーク㈱の本社） 

総 本 部 長 

情 報 班 復 旧 班 広 報 班 支 援 班 

支援班 

本 部 長 

災害対策本部（中国電力ネットワーク㈱広島ネットワークセンター） 

支 援 班 広 報 班 報 道 班 復 旧 班 情 報 班 

災害対策室（中国電力㈱岡山支社） 

広 報 班 支 援 班 

対 策 室 長 

災害対策総本部（中国電力㈱・中国電力ネットワーク㈱の本社） 

配電運転班 広報班 復旧計画班 情報班 復旧班 

支援班 

本 部 長 

災害対策本部（中国電力ネットワーク㈱岡山ネットワークセンター） 

配電運転班 広報班 復旧計画班 情報班 復旧班 
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４ 日本赤十字社広島県支部及び岡山県支部 

 各県から応急医療の要請を受けた場合は、被災地近接の病院から救護班を出動させ救護活

動を実施するものとする。 

（1）広島県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）岡山県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局長 事業推進課長 岡山赤十字病院長 

事務局長 事務局付部長

 

事業推進課長 

庄 原 赤 十 字 病 院 長 

三 原 赤 十 字 病 院 長 

広島赤十字・原爆病院長 

広島県赤十字血液センター所長 

 

日本赤十字社広島県支部 
082-241-8811（代表） 
082-545-5111（事業推進課直通） 
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５ (一社)広島県医師会・(一社)笠岡医師会 

 (一社)広島県医師会は、広島県から災害医療の要請を受けた場合、広島県と(一社)広島県

医師会の間で締結した「災害時の医療救護活動に関する協定書」に基づいて、救護活動を実

施するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ・・・・・                         ・・・・ 

 

 

 

 (一社)笠岡医師会は、笠岡市から応急医療の要請を受けた場合、救護隊を編成し、救護活

動を実施するものとする。 

 

 

 

 

 

救 護 隊 長 

（(一社)笠岡医師会長） 

中央部隊 

南 部 隊 

県医師会災害医療救護対策本部 

本部長：会長 

副本部長：副会長 

 

本部員：本部長及び副本部長以外の役員 

   

   

 

 

現地本部長：災害発生地区医師会長 

現地災害医療救護対策本部 

救 

護 

班 

救 

護 

班 

救 

護 

班 

救 

護 

班 

救 

護 

班 

救 

護 

班 
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６ 日本放送協会広島放送局・岡山放送局 

 気象予警報及び災害情報等を了知した場合は、内部基準に定めるところによりラジオ、テ

レビを通じニュース速報等により報道を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本 部 長 局 長 

副本部長 副局長 

事務局長 経営管理センタ 

ー専任部長 

本 部 員 各対策部長 

災 害 対 策 本 部 

放  送  対  策  部 

コンテンツセンター長 

施 設 ・ 受 信 対 策 部 

技 術 専 任 部 長 

 

視 聴 者 対 策 部 

メディア展開専任部長 

営  業  対  策  部 

視聴者 ﾘ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ ｾ ﾝ ﾀ ｰ長 

管  理  対  策  部 

経営管理ｾﾝﾀｰ専任部長 

本 部 長 局 長 

副本部長 副局長 

事務局長 経営管理企画セ

ンター副部長 

本 部 員 各対策部長 

災 害 対 策 本 部 

放  送  対  策  部 

部 長  ｺ ﾝ ﾃ ﾝ ﾂ ｾ ﾝ ﾀ ｰ 長 

 

施 設 対 策 部 

部 長  技 術 部 長 

 

営  業  対  策  部 

管  理  対  策  部 

部 長    副 局 長 

(広島放送局) 

(岡山放送局) 

部 長  営 業 部 長 
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第７ 特定事業所 

１ ＪＦＥスチール（株）西日本製鉄所（福山地区） 

 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合には、その種類、態様等に応じて次の体制

で対処するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通 報 連 絡 

消       火 

救       急 

警 戒 防 護 

オイルフェンス展張 

通 報 連 絡 

初 期 消 火 

作       業 

通 報 連 絡 

初 期 消 火 

作       業 

自衛消防隊 

職場消防隊 

職場消防隊 

環境・防災部長 

工 場 長 

関 係 会 社 

本  部  長 

防 災 管 理 者 

（所 長） 

副本部長 

副防災管理者 

（副 所 長） 
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２ 日本化薬株式会社福山工場 

自  衛  防  災  組  織        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

隊 員 

隊 員 

隊 員 

隊 員 

隊 員 

隊 員 

隊 員 

隊 員 

班 長 

班 長 

班 長 

班 長 

班 長 

班 長 

班 長 

班 長 

記 録 班 

誘 導 班 

警 戒 班 

救 護 班 

施 設 班 

第１防災班 

第３防災班 

特別防災班 

第２防災班 

渉外対策本部 

自衛消防隊本部 
（自衛防災本部） 

・渉外指令 

 

・渉外指令付 

 

・伝令（２名） 

現地対策本部 

・現地司令 

 

・現地指令付 

 

・伝令（７名） 

 

・本部隊長 

 工場長（防災管理者） 

 

・本部指令 

 環境保安部長 

 

・本部指令付 

 

・本部伝令（２名） 

班 長 隊 員 

油流出回収班 班 長 隊 員 

隊 員 班 長 総 務 班 
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３ ヤスハラケミカル（株）福山工場 

自衛防災組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本部長 

 防災管理者 

 （福山工場長） 

 

・副本部長 

 副防災管理者 

 （業務防災部長） 

(外部委託) 
作業員３名 

オイルフェンス 
展張 

海上隊 

機関員＋作業員２名 

自衛防災本部 警防部 

オイルフェンス 
巻取機操作者 

油回収 (外部委託) 
作業員３名 

陸上隊 消火活動 

油回収 作業員５名 

救護・連絡部 救護隊 

渉外・警戒隊 

連絡・記録隊 

特務隊 

広報活動 

車両誘導等 

通報・連絡 

活動記録 
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第５節 相互応援協力体制の確立 

 防災関係機関及び特定事業者は、特別防災区域に係る災害が発生し、又は発生するおそれがあ

る場合において、相互間の応援協力を円滑に行い、災害の拡大防止を図るため、次により応援協

定の締結を促進する等、相互応援協力体制の確立を図るものとする。 

第１ 特定事業者間の相互応援 

 各特定事業者は、その設置に係る特定事業所の所在する特別防災区域内の他の特定事業所に

おいて災害が発生し、又は発生するおそれがある場合においては、その特定事業所の自衛防災

組織を派遣する等相互に協力して一体的な防災活動を実施するため、あらかじめ応援協定を締

結し、相互応援協力体制を確立しておくものとする。 

１ 応援要請の手続に関すること。 

２ 応援隊の出動に関すること。 

３ 応援活動の範囲、内容に関すること。 

４ 指揮命令系統に関すること。 

５ 応援隊の撤収に関すること。 

６ 応援に要する費用の負担方法に関すること。 

７ その他必要な事項。 

第２ 中国地方５県による相互応援 

 鳥取県、島根県、岡山県、広島県及び山口県は、災害が発生し、災害を受けた県が独自では

十分な応急措置が実施できない場合に、他の県に応援要請する応急措置等を迅速かつ円滑に遂

行するため、応援協定を締結し、相互の協力体制を確立しておくものとする。 

 
名   称 締 結 機 関 名 締 結 年 月 日 備  考 

中国５県災害等発

生時の広域支援に

関する協定 

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 平成24年3月1日  

 

第３ 中国・四国地方９県による相互応援 

 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県及び高知県は、災害が

発生し、災害を受けた県が独自では十分な応急措置が実施できない場合に、被災県以外の県が

相互に協力して、被災県の応急対策及び応急復旧を迅速かつ円滑に遂行するため、応援協定を

締結し、相互の協力体制を確立しておくものとする。 

 
名   称 締 結 機 関 名 締 結 年 月 日 備  考 

中国・四国地方の災

害等発生時の広域

支援に関する協定 

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、

徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

平成24年3月1日  
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第４ 全国 47 都道府県による相互応援 

 全国 47 都道府県は、災害が発生し、災害を受けた県が独自では十分な応急措置が実施できな

い場合に、被災県以外の県が相互に協力して、被災県の応急対策及び応急復旧を迅速かつ円滑

に遂行するため、応援協定を締結し、相互の協力体制を確立しておくものとする。 

 
名   称 締 結 機 関 名 締 結 年 月 日 備  考 

全国都道府県におけ

る災害時等の広域応

援に関する協定 

 

全国 47 都道府県 

 

令和３年11月22日 

 

 

第５ 関係市と特定事業者間の相互協力 

 関係市と特定事業者は、災害発生時における防災活動を迅速、的確かつ円滑に実施するため、

災害の種類、態様等に応じた防御方法及び自衛防災組織の協力方法等について具体的に協議し、

相互の協力体制を確立しておくものとする。 

 
名   称 締 結 機 関 名 締 結 年 月 日 備  考 

消 防 応 援 協 定 

福山市、日本鋼管株式会社 昭和55年8月15日 ※ 

笠岡地区消防組合、ＪＦＥスチール株式

会社西日本製鉄所（福山地区） 
平成15年4月1日  

   ※ 平成２年４月１日付けで、福山市より福山地区消防組合へ権限委譲 
※ 平成１５年４月１日付で、日本鋼管株式会社福山製鉄所はＪＦＥスチール株式会社西日本製

鉄所（福山地区）となる 

 

第６ 関係市と近隣市町間の相互応援 

 関係市は、近隣市町との応援協定の締結を促進し、広域的な応援体制の確立を図るものとす

る。 

 なお、現在締結されている応援協定は次のとおりである。 

 
名   称 締 結 機 関 名 締 結 年 月 日 備 考 

相 互 応 援 協 定  

広島県及び広島県内全市町村 平成8年12月2日  

岡山県及び岡山県内全市町村 平成26年7月4日  

岡山県笠岡市及び島根県大田市 平成9年9月1日  

広島県三原市、尾道市、福山市、府中市、 

世羅町、神石高原町、岡山県笠岡市、井原市 
平成24年7月20日 

 

島根県松江市、出雲市、安来市、鳥取県米子

市、境港市、広島県福山市、三原市、尾道市、

府中市、世羅町、神石高原町、岡山県笠岡市、

井原市 

平成27年5月11日 

 

近畿・中国・四国・九州沿岸市町村 

（77 市町村） 
平成25年10月25日 

 

消防相互応援協定 

広島県内全市町及び一部事務組合 平成22年3月16日  

岡山県内全市町村及び一部事務組合 平成20年3月31日  

福山地区消防組合、笠岡地区消防組合 平成29年11月9日  
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第７ 海上保安部（署）と関係市間の相互応援 

 現在締結されている応援協定は次のとおりである。 

名   称 締 結 機 関 名 締 結 年 月 日 備 考 

消 防 業 務 協 定  

尾道海上保安部、福山市、沼隈町、 

福山地区消防組合 
平成2年4月1日 

 

福山海上保安署、福山市、福山地区消防組合 平成2年4月1日 
 

福山海上保安署、笠岡地区消防組合 令和元年7月1日 
 

水島海上保安部、笠岡地区消防組合 平成31年3月28日 
 

 

 

 

第６節 石油コンビナート等特別防災区域協議会の設置 

１ 特定事業者は、石油コンビナート等災害防止法第 22 条の規定に基づき、特別防災区域に係る

防災に関し、研究協議し相互の連絡調整を図るため、次の事項を行う石油コンビナート等特別

防災区域協議会を共同して設置するよう努めるものとする。この場合、防災関係機関はその設

置及び運営に関し、積極的に協力するものとする。 

（1）災害の発生又は拡大の防止に関する自主基準の作成 

（2）災害の発生又は拡大の防止に関する技術の共同研究 

（3）特定事業所の職員に対する災害の発生又は拡大の防止に関する教育の共同実施 

（4）共同防災訓練の実施 

 

２ 当地区に設置されている福山・笠岡地区特別防災区域協議会の概要は次のとおりである。 

名   称 構 成 事 業 所 締結年月日 

※  

福 山 ・ 笠 岡 地 区 

特別防災区域協議会 

  

Ｊ Ｆ Ｅ ケ ミ カ ル ㈱ 西 日 本 製 造 所 笠 岡 工 場 

Ｊ Ｆ Ｅ ミ ネ ラ ル ㈱ 製 鉄 関 連 事 業 福 山 製 造 所 

株 式 会 社 Ｊ Ｆ Ｅ サ ン ソ セ ン タ ー 

日 本 化 薬 株 式 会 社  福 山 工 場 

ＪＦＥスチール株式会社西日本製鉄所（福山地区） 

瀬 戸 内 共 同 火 力 ㈱ 福 山 共 同 発 電 所 

ヤ ス ハ ラ ケ ミ カ ル ㈱ 福 山 工 場 

昭和58年10月5日 

※ 昭和 63 年４月１日付けで福山地区特別防災区域協議会から名称変更 
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